【書類名】　　　手数料軽減申請書（調査手数料等）

【あて先】　　　特許庁長官　殿
【国際出願の表示】
　【国際出願日】
【書類記号】
【軽減を申請する者】
　【氏名又は名称（日本語）】
　【氏名又は名称（英語）】
【あて名（日本語）】
【あて名（英語）】 
【手数料軽減に関する内容】
【代理人】 
【弁理士】
　【氏名又は名称（日本語）】
　【氏名又は名称（英語）】
【あて名（日本語）】
【あて名（英語）】 


Form for reduction of search fee of ISA/JP
【書類名】　　　手数料軽減申請書（調査手数料等）
【あて先】　　　特許庁長官　殿
【国際出願の表示】
　【国際出願日】１０．０４．２０１９
【書類記号】○○○○○○○○○○○○
【軽減を申請する者】
　【氏名又は名称（日本語）】株式会社東京製作所
　【氏名又は名称（英語）】TOKYO　SEISAKUSHO　CORPORATION
【あて名（日本語）】東京都千代田区霞が関○-○-○
【あて名（英語）】○-○-〇, Kasumigaseki, Chiyoda-ku, Tokyo 
【手数料軽減に関する内容】特許法施行令第10条第〇号〇に掲げる者に該当する者である。※１
【代理人】 ※２
【弁理士】
　【氏名又は名称（日本語）】特許　次郎
　【氏名又は名称（英語）】TOKKYO Jiro
【あて名（日本語）】東京都千代田区霞が関○-○-○
【あて名（英語）】○-○-〇, Kasumigaseki, Chiyoda-ku, Tokyo 
※１　対象者別の根拠条文は次頁一覧をご参照ください。（対象者別の要件詳細は、一覧の対象者名に設定されているリンクからご確認ください。）
※２　代理人によって手続を行わない場合は、【代理人】の欄を設ける必要はありません。
※ 제도문의 : TEL：+81-3-3581-1101（ex.2642), e-mail：PA1A00@jpo.go.jp
	対象者一覧
	【手数料軽減に関する内容】に
記載する条・号・号の細分
	軽減率

	中小企業者
（会社）
（個人事業主）
	（製造業等）
	特許法施行令第10条第１号イ
第１号
イ
	1/2軽減

	
	（卸売業）
	特許法施行令第10条第１号ロ
	

	
	（サービス業）
	特許法施行令第10条第１号ハ
	

	
	（小売業）
	特許法施行令第10条第１号ニ
	

	
	（ゴム製品製造業）
	特許法施行令第10条第１号ホ
	

	
	（ソフトウエア業又は情報処理サービス業）
	特許法施行令第10条第１号へ
	

	
	（旅館業）
	特許法施行令第10条第１号ト
	

	（組合・NPO 法人）
	（企業組合）
	特許法施行令第10条第１号チ
	

	
	（協業組合）
	特許法施行令第10条第１号リ
第１号
リ
	

	
	（事業協同組合等）
	特許法施行令第10条第１号ヌ
第１号
ヌ
	

	
	（農業協同組合等）
	特許法施行令第10条第１号ル
	

	
	（漁業協同組合等）
	特許法施行令第10条第１号ヲ
	

	
	（森林組合等）
	特許法施行令第10条第１号ワ
	

	
	（商工組合等）
	特許法施行令第10条第１号カ
	

	
	（商店街振興組合等）
	特許法施行令第10条第１号ヨ
	

	
	（消費生活協同組合等）
	特許法施行令第10条第１号タ
	

	
	（酒造組合等）
	特許法施行令第10条第１号レ
	

	
	（NPO法人）
	特許法施行令第10条第１号ソ
	

	特定中小企業者
（研究開発型中小企業）
	（試験研究費等比率が3％超の中小企業者のうち個人）
	特許法施行令第10条第２号イ
	1/2軽減

	
	（試験研究費等比率が3％超の中小企業者のうち法人）
	特許法施行令第10条第２号ロ
	

	
	（経営強化法の特定補助金を交付された中小企業者）
	特許法施行令第10条第２号ハ
	

	
	（経営強化法の経営革新事業を行う中小企業者）
	特許法施行令第10条第２号ニ
	

	
	（経営強化法の異分野連携事業を行う中小企業者）
	特許法施行令第10条第２号ホ
	

	
	（ものづくり法の計画を行う中小企業者）
	特許法施行令第10条第２号へ
	

	試験研究機関等
	（大学等研究者）
	特許法施行令第10条第３号イ
	1/2軽減

	
	（大学等）
	特許法施行令第10条第３号ロ
	

	
	（承認TLO）
	特許法施行令第10条第３号ハ
	

	
	（独立行政法人）
	特許法施行令第10条第３号ニ
	

	
	（試験独法関連TLO）
	特許法施行令第10条第３号ホ
	

	
	（公設試験研究機関）
	特許法施行令第10条第３号へ
	

	
	（試験研究地方独法）
	特許法施行令第10条第３号ト
	

	小規模企業
	（従業員20人以下の個人）
	特許法施行令第10条第４号イ
	2/3軽減

	
	（従業員20人以下の法人）
	特許法施行令第10条第４号ロ
	

	中小ベンチャー企業
	（事業開始後10年未満の個人）
	特許法施行令第10条第５号イ
	2/3軽減

	
	（事業開始後10年未満の法人）
	特許法施行令第10条第５号ロ
	

	福島関連企業
	（福島関連中小企業）
	特許法施行令第10条第６号
	3/4軽減


記載例





申請書作成時には、青字部分を案件に応じて記載してください。


黒字部分は様式に定められた事項ですので、改変せずそのまま使用してください。


赤字部分（※印）及び様式末尾に※印で記載の事項は作成にあたっての注意事項ですので、提出時の記載は不要です。








